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 厚生労働省政策統括官付行政報告統計室は、１月２７日、令和２年度の「衛生行政報告例の

結果」をまとめ公表した。それによると、令和２年度末時点での全国の「配置販売業許可届出

件数」は５８２３件で、前年度の６１１８件に比べ２９５件減少した。また「配置販売従事届

出件数」は１万１２７６件で、前年度の１万１５３０件に比べ２５４件減少した。以下は、薬

日新聞２月７月号記事内容をまとめたものである。 

 

        配置販売業許可届出（前年度比）  配置販売従届出（前年度比） 

平成２０年度  ９,４７７      ４４５減   ２１,６８８   １５０増 

(100.0%)                              (100.0%) 

  ２１年度  ９,９９５      ５１８増   ２１,８１７   １３１増 

                        (105.5%)                              (100.6%) 

  ２２年度  ９,０１６      ９７９減   ２０,９４２   ８７５減 

                        ( 95.1%)                              ( 96.6%) 

  ２３年度  ８,３２０      ６９６減   ２３,９５７  ３０１５増 

                        ( 87.8%)                              (110.5%) 

  ２４年度  ８,２１５      １０５減   ２３,４６５   ４９２減 

                        ( 86.7%)                              (108.2%) 

  ２５年度  ７,９７３      ２４２減   １８,６６３  ４８０２減 

                        ( 84.1%)                              ( 86.1%) 

  ２６年度  ７,８４５      １２８減   １７,６１５  １０４８減 

                        ( 82.8%)                              ( 81.2%) 

  ２７年度  ７,０３５      ８１０減   １５,８９０  １１７５減 

                        ( 74.2%)                            ( 73.3%) 

  ２８年度  ６,８２５      １８３減   １４,９６９   ９２１減 

                        ( 72.0%)                              ( 69.0%)        

  ２９年度  ６,５７３      ２７９減   １４,０１４   ９５５減 

                        ( 69.4%)                              (64.6%) 

  ３０年度  ６,３３１      ２４２減   １３,３７７   ６３７減 

                        ( 66.8%)                              (61.7%) 

令和元年度   ６,１１８      ２１３減   １１,５３０  １８４７減 

                        ( 64.6%)                              (53.2%) 

  ２年度   ５,８２３      ２９５減   １１,２７６   ２５４減 

                        ( 61.4%)                              (52.0%) 

平成２０年度を１００％として各年度の比率を記載。双方の減少率が徐々に離れ、令和とな

り１０％を超えた。これは事業の小規模化に伴う事業所員数、社員数の減少や個人業者の増加

が考えられる。一方、事業譲渡、吸収合併などで規模拡大を図る企業（直近では河上薬品グル

ープ）もあり、業界内では寡占化が進行している。 
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